
4訂版はしがき

2020年 9 月に初版を発行し、今回で 4 回目の改訂を行うこととなり

ました。処遇改善等加算の制度、育児介護休業法、児童福祉法といっ

た法制度はこの 5 年で複数に及ぶ改正が行われ、また、こども家庭庁

の創設やこども基本法の成立によってこの国の「こども」を取り巻く

環境が大きく変化しています。

く 4訂版発刊の背景とポイント＞

1. 処遇改善等加算の一本化

今回、最も大きく手を加えた部分です。これまで、全国各地の保育

所等から処遇改善等加算に関するご相談を受けてきましたが、現場も

行政側もその事務負担の大きさや複雑さに疲弊しており、解釈の違い

によって現場の保育者の賃金改善に差が生じるような事案も多く目に

してきました。

2024年の12月に一本化の概要が示され、事務負担の軽減に配慮がな

されたといえますが、処遇改善の目的は変わっていません。手続きの

簡略化を図りつつ、納得感のある賃金制度に落とし込むにはどのよう

な点に留意すればよいのか、社会保険労務士の視点で具体的に解説を

加えています。また、これらの理由からあえて一本化前の処遇改善等

加算 I ～皿の解説を残しています。一本化前の制度を理解したうえで

施設ごとに賃金改善の在り方について考えていただければと思います。

2. 不適切保育に一斉退職…職場環境が保育に与える影響の深刻さ

保育士が不適切保育によって逮捕される、保育者が一斉に退職して、

園児の受入れができなくなり、保護者が途方に暮れる…という心苦し

い事件・報道が世の中全体を不安にさせています。保育者個人の職業

倫理や資質の問題として捉えることもできますが、職場環境に起因す

る問題も非常に多くあるようです。労働時間管理、ハラスメントのな



い職場づくり、心身の休息の確保やストレスチェック等、管理者が正

しい知識を得たうえで誠実な運営を心掛けていくことこそ、職員の安

心と保育の質向上につながります。

3. 深刻な少子化と運営の不安

出生数は予測を大きく下回り、私たちの想像を超える深刻な少子化

時代に突入し、定員を大幅に下回る保育・幼児教育施設が増えてきて

います。委託費は園児数に基づいて決定されますので、少子化は園運

営にも大きく影響します。さらに問題なのは、子どもの数が減ったこ

とで公定価格上の配置人数を上回る職員がいるにもかかわらず、仕事

の負担が軽減したと感じる保育者は少なく、公定価格の引上げが行わ

れても、園児数が減ることで職員の給与を引き下げなければならない

ような状況に陥ってしまうことです。これらは事業者にとっても非常

に難しい課題といえます。制度を変えることはできませんが、せめて

職員のモチベーションを維持・向上するための法人内のしくみについ

て考える必要があるといえるでしょう。

保育は「人」で成り立っています。質の高い保育の実現のためには

保育者を大切にし、保育者が働きがいと働きやすさを感じられる職場

をつくることが第一歩です。子どもたちの健やかな育ちと子どもの面

白さを心から楽しめる大人たちが 1 人でも増えることを願い、この本

を届けていきたいと思っています。

以下、各章の内容とポイントについてご紹介します。

第 1 章保育者を取リまく環境の変化

✓ こども未来戦略が保育分野に与える影響は？

✓子育て支援の多様化・多機能化で子育て環境や保育者の働き方は

どう変わる？

✓経営状況の見える化は園運営にどのような影響を与える？



第 2 章保育の現場における労務管理上の問題点と解決策

✓保育現場ではどんな問題が起きている？

✓正しい対応とリスクヘの備えは？

第 3章処遇改善等加算の基本と実務

✓処遇改善等加算一本化へ。制度のしくみ、運用方法について

✓ 園児減少への不安。処遇改善等加算の運用はどう考えていけばよ

しヽ？

第 4章保育園・認定こども園のキャリアパスと賃金・評価制度

✓保育園・認定こども園のキャリアパスの指針は？

✓評価と賃金制度はどうやって整備すればよい？

第 5 章働きやすい職場づくリを実現するためのルールづくリ

✓働き方の変化を正しい労務管理に落とし込むには？

✓保育園や認定こども園の労務管理を整えていくために、何をすれ

ばよいの？

第 6 章調査や監査に備えよう

✓ 自治体の監査だけでなく、労基署の調査もやってくる？

✓実際に調査で指摘を受けたらどのように対応すればよい？

第 7章企業主導型保育事業の労務監査

✓監査前に確認しておくべきことは？

✓ よくある指摘事項と注意点は？

令和 7 年 4 月

特定社会保険労務士 菊地加奈子
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いれば大丈夫？ ………………………………………………………………………………••67 
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ことに。勤務時間は？ ……………………………………………………………………•70 
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3 職員が伸びる評価制度の導入・……………………………………………………••267
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第 5 章働きやすい職場を実現するためのルールづくり

1 多様な働き方……………………………•,..............………………………………………•294

①保育園における多様な働き方 294 
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①賃金とは？ 344 

②賃金規程をつくる 348 

③残業代の計算方法 354 
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4 トラブルを未然に防ぐために ………………………………………………………•360 

①考えられるトラプルは具体的に服務規律に示そう 360 
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②働き方改革を進めるにあたっての園長の責務 380 

③業務改善の実践（ I) 保育補助者の活用 383 

④業務改善の実践 (II) ICT の活用 386 

第 6 章 1 調査や監査に備えよう

1 労働基準監督署の調査 …………………………………………………………………•390 

①定期監督 390 

②職員からの申告による調査（監督） 397 

③労災事故が起きた後の原因究明のための災害調査 399 

2 労務の監査項目 ………………………………………………………………………………•402 

①事業場に必ず備えておく労務関連の書類 402 
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とこども家庭庁

2022年に成立したこども基本法が2023年 4月に施行され、同時に子

ども政策の司令塔となるこども家庭庁が発足しました。

四......................................

ｮ こども基本法は子どもの権利を明記した初めての法律

ｮ 同法は子どもを 18歳や20歳といった年齢で明確に区切らず「心身

の発達の過程にある者」と定義し、大人になるまでの切れ目ない

支援を目指す。

ｮ 認定こども園と保育所の管轄は厚生労働省からこども家庭庁へと

移管されたが、幼稚園の管轄は文部科学省のまま変わらず、幼児

教育・保育の一元化は図られていない。
.............................................. 

一9年は改正児蛮福祉法、こども甚本法、こども家庭庁設置法と、
子ども関連の 3 つの法案が成立し、子どもを取りまく社会のあり方を

大きく変えるものと期待が高まりました。しかし、同年の出生数は79

万9,728人と初の80万人割れとなり、 2024年は72万人まで落ち込み、過

去10年で 3割が減少したことになりますc 少子化対策への本気の改革

が辿られている状況です。

0 日本で初めて子どもの権利を明記した法律
• • • • - - - • • • - - - - - ·一▼ーヨ―- - ·囀疇ヨー言· - - • • • - - - • • • - • • - - - - • • • • - - - - • • - - • • - • • - - - -

1989年に国連総会で「子どもの権利条約」が採択され、日本も 1994
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第 1 章 保育者を取りまく環境の変化苗

年に批准しましたが、国内で新たな法律はつくられませんでした。子

どもの権利を保防する法律は児蹴福祉法や児窟虐待防止法、教育基本

法、少年法などすでに数多く存在し、それらでカバーできるという懃

識であったからです。

しかし、子どもを権利の主体として位置付け、その権利を明記した

法律の必要性を訴える声が高まったことで、 2022年 6 月にこども基本

法が成立、 2023年 4 月 1 日に施行されました。

図表 1 :子どもの権利と条約・法律

l 章の l

こ
ど
も
基
本
法
•
こ
と
も
家
庭
庁

l ,, 

［隠害者基本法】 こー・・・］ーーこ・ー←ニ-ｷｷ ----------I 
・ 隣害者の基本的人権の尊豆

［男女共同参画社会社木法l 本法J i ' 
• 国・地方公共団体 国民の貴務

・ 男女の人権の尊頂 I • こともの権利の尊重 ' 
. 悶害者の自立及び社会参加の支 ・ 男女共同参画社会の形成を紀合 I• 国・地方公共団体の責務 ! 
援吝のための施策を総合的かつ

的かつ計画的に推進 ：・ 市民社会との協同 1 

計画的に推迅
• 国・地方公共団体・国民の資務 1 ・ こども権利基本計画の策定 ' 

・障害石芥本計画の策定寺
・男女共同基本計画の策定写 ：等：

' I --------------------ｷ 
・ 男女●用懺会均等法 ・ 子ども・若者冑成支援撞遍法

・ 障害書総合支援法
・ 配偶書からの暴力の防止及び ・ 児重福祉法

・ 饂書看差別解清法
被害看の保霞等に関する法律 ・ 成冑基本法

鵬書看層用促遣法など
・ 政治分野における男女共同参 ・ 児重虐待基本法

画の帷道に関する法律 ・ 教育基本法

l 
など ・ 少年法など

障害者の権利
——— 

女子差別撤廃条約

二出土虫．烈．．．
子どもの権利条約

出典 日本財団

＠こども家庭庁
ｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷ-ｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷ-ｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷ 

こども家庭庁設置法の成立によって2023年 4 月より新たに設置され

たこども家庭庁は、「こどもまんなか社会」の実現のため、すべての子

どもが福祉や地域から切り離されることなく育つことができるよう、

各省庁を越えて子ども施策に関する司令塔としての役割を果たし、子

どもの権利が守られるよう力強く動いていくことになります。

また、こども基本法に基づき、子どもを18歳や20歳といった年齢で

明確に区切らず「心身の発達の過程にある者」とし、大人になるまで

の切れ H ない支援を目指していきます。

13 
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®保育所・認定こども園・幼稚園はどうなる？
-------------• ------------•• ------------—· • • • • --• --• ~ ~ --------•• -• -~―~ --------• 

子ども・子育て支援制度 (15頁参照）が内閣府管轄からこども家庭

庁へと移行しました。それにより、保育所・認定こども園もそれぞれ

厚生労働省の子ども家庭局・内閣府からこども家庭庁管轄になりまし

た。幼稚園については文部科学省管轄として残り、強く望まれた幼児

教育・保育の一元化は実現しませんでした。



第 1 章 保育者を取りまく環境の変化苗

子ども・子育て支援制度と
施設の種類

1 章の2

2015年に子ども・子育て支援新制度が発足し、多くの園が施設型給

付にまとめられるなど、子ども政策は大きく変わりました。そして

2023年、こども家庭庁発足によってこれらの所管が内閣府から移行さ

れ、より強力な統率力のもとで子ども・子育て支援制度が機能してい

くことになります。

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
制
度
と
施
設
の
種
類

-I.与遭

図表 1 ：子ども・子育て支援制度と施設の種類

印叩4, 排I封刃誅·

ロ戸阿言
憂］言］［［言：—m: 

9 ．子どtを守る嬌域ネット I

三こ虞□璽［こ貫
圃戸（日E『土）ii芸芸ュ：二）＂こここl'l

環
物
給
付

企重主●塁曇胄事•
日事●所内侵冑e主綸

とした企戴主●塁の
多様な就労妙●Iこ対
応した仮冑サービス
の筐大E支覆（讐•
費．遍鵞費の動慮）

・企重主尋塁ペピーシッ
ター利JII看支置事●
四鸞忙期のII●や賓艶
●の参糧な●e'/lを
している9働書が．
g·¢、Ill格でペビー
シックー鸞遣サービ
ス e利J!1できるよう
叉璽

•中9Jヽ企貴子ども・子
青て支覆環績讐●事●
0くるみん11定を活用
し、冑児休皐疇翫欝
に檀樋的に取ヽJIIC
中9Jヽ企●を支覆

出典：こども家庭庁 子ども・子育て支援制度の概要について

※著者注：図中の児窟手当等交付金については、 2024 年 10 月から「邸校生年

代まで対象、所得制限なし、第 3 子以降 30,000 円」に変更。
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畔· • -----------------------------------• 
〇 子とも・子育て関連 3 法のもと、幼稚園・保育所・認定こども園

が施設型給付としてまとまっている。

@ 地域型保育給付（小規模保育等）は市町村が認可する。
ｮ 認可と認可外は何が違うのか？ 位置付け、要件を押さえる。

ｷ--------------------------------------------ｷ 
口
〇施設型給付の種類と特徴
---------------------------------------------

子ども・子育て関連 3 法（※）のもと、認定こども園、幼稚園、保

育所が施設型給付として共通の給付を受けながら運営しています。親

の就労の状況や子どもの年齢、目的に応じて施設を選ぶことができま

す。各施設は都道府県が認可していますが、国の管轄省庁は施設ごと

に異なります。

※子ども・子脊て I及l述 3 法••①子ども・子育て支援法、②惚定こども園法の一部改
正法、③児窟柚祉法の一部改正等関係法律の整備等に関する法律

幼稚園

保育所

(0 歳～5 歳）

小学校以降の教育の基礎をつくるための、幼児期の教育を行う学校
（教育施設）

•利用時間：昼過ぎ頃までの教育時間に加え、園により午後や土曜
日、夏休みなどの長期休業中の預かり保育などを実施

•利用できる保護者：制限なし
・管轄：文部科学省

就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わって保育する施
設（福祉施設）

•利用時間：夕方までの保育のほか、園により延長保育を実施
•利用できる保護者：共働き世帯、親族の介護などの事情で、家庭

で保育のできない保護者
・管轄：こども家庭庁



第 1 姦 保育者を取りまく環境の変化苗

認定こども園
(0 歳～5 歳）

認定こども園
(0 歳～5 歳）

幼稚園と保育所の機能や特長をあわせ持ち、地域の子育て支援も行
う施設
・幼保連携型：教育施設かつ福祉施設（幼稚園と保育所の特徴をあ

わせ持つ施設）
・幼稚園型：教育施設（幼稚園に保育所の機能を加えた施設）
・保育所型：福祉施設（保育所に幼稚園の機能を加えた施設）

・地方裁望型：施設の分類なし（幼稚園・保育所の認可を受けてはい
ないが、認定こども園の機能を果たしている地域の教育·保育施設）
・管轄：こども家庭庁

•利用時間：夕方までの保育のほか、園により延長保育

を実施
•利用できる保護者：共働き世帯、親族の介護などの事

情で、家庭で保育のできない保護者

保護者の就労状況に関わりなく教育・保育を一緒に受

ける。保護者の就労状況が変わっても、通いなれた園を
継続して利用できる。

3歳～5歳 •利用時間：昼過ぎ頃までの教育時間に加え、保育を必
要とする場合は夕方までの保育を実施。園により延長

保育も実施
•利用できる保護者：制限なし

0歳～2歳

l i;tの2

子
ど
も
＇
子
育
て
支
援
制
度
と
施
設
の
種
類

図表 2 ：施設型給付等の支援を受ける子どもの認定区分

子どもの年齢保育を必要とする事由利用できる施設！塁悶芦覧げ）認定
1 号認定
（教育標準時間認定）

2 号認定

（保育認定）

該当しない

3 歳～5 歳

該当する

0 歳～2歳 該当する

幼稚園
認定こども園

保育所
認定こども園

保育所
認定こども園
地域型保育

3 号認定
（保育認定）

⇒子ども・子育て支援新制度の施設型給付に移行せず、私学助成を受けてい
る幼稚園もあります。その場合、保護者は利用にあたっての認定を受ける必

要はありません。

17 
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◎地域型保育事業は市区町村が認可する
·—· ----·—· ---ｷ ----•• • ---·—· • ---• -----ｷ • • ---ｷｷ • •~ -------·—· --•• ••-----

特に待機児童の多い 0 歳～ 2 歳児の保育については、保育所に適し

た広い土地がないこともあり、小規模の保育を駅の近くのビルの空き

室などを利用してつくることで受け皿を増やしています。

施設型給付の定員が20人以上なのに対して、小規模保育事業の定員

は 6~19人、家庭的保育事業は 1~5 人と少なく、園庭も不要（近隣

の公園等の要件あり）なことから、土地の少ない都市部でもつくりや

すいのが特徴です。そして、「施設型給付」に対して、「地域型保育給

付」は、待機児童解消を目的として、各市町村が計画を立てて整備し

ていくことができます。このため、給付についても独自の予算を立て

て手厚くするなど、市町村ごとに異なる基準を設けることが可能です。

®認可（認定）と認可外の違い
----------------------------------------------------

「認可保育園」「認可外（無認可保育園）」といった区分があります

が、子ども・子育て支援制度の枠組の中にあるものはすべて「認可」

というわけではなく、また、給付が行われるものとそうでないもので

区別するのでもありません。図表 1 で見ると、認可・認定を受けてい

るのは「子どものための教育・保育給付」、それ以外は地方交付金や国

の助成決定を受けて運営している施設と、助成金・補助金をまった＜

受けていない施設がありますが、いずれにしても自治体に設置届書を

提出し、定期的な立入調査を受けます。

本書では、保育園全般における労務管理のポイントを解説していま

すが、処遇改善等加算については、施設型給付、地域型保育給付の保

育園部分の取扱いについて触れています。

〇幼稚園の位置付けと認定こども園
-------------------------------------------------------

既存の幼稚園から施設型給付の認定こども園に移行するケースも増
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えています（幼保連携型·幼稚園型）。

付に移行することもできます。

一方で新制度の施設型給付に移行せず、幼稚園のまま残っている園

もあり、この場合、私学助成の給付を受けることになります。

また、幼稚園のまま、施設型給

1 1;1の2

図表 3 ：私立幼稚園の選択肢

一
l
— • -('..,;, 

鯰定こども1111こなって 寄：：」を迅r楕殷製給付Jを受ける

（幼位遍虜2 （幼穐朧切

●学校教育と保育を提供する樟設

! 
・市町村計画で把攘された「教育・保
頂ニーズ」に対応

・学校教育を提供する掩設
●市町村計画で把慢された「教

g 1幼保連携型） （幻帷園型）
育ニーズ」に対応

●字校と児童福社 ・字校
施設の位置付け q只育機艇を認定

9g h .. き （幼保連携以 （幼帽園型）

●謬道府県・1li定 ●昴道府隕 ●邸道府県
昴市・中核市

i B ●市町村

r散胃檬準時間」に

i 
● 1号認定子ども► 対付J応及すびる「「施一設的預型か給

•「教日檬準閃間」に対応する
リ事藁（幼帷園型）J 「栢設型給付J及び「一時預

•子2号ど・も3号は定り「す保る育澤時設間型」給に付対J応
か＇）事箕（幼帷園型）J
●払字助成（衿9J鳩助等）

•弘字助成（持~J鳩幼等）

●応諾義務

" 
“ii.量3囀亀廿，，~．含量鷺＜

●定aを上回る利用の申込みがあった場合の選ぢ

! ? 
1 撞選．］先着順．）謹字の積神等．設置甚の＂念に晶づく選巧など公正な

方法で選号（事約に明示することが必Ill

•利用石nI旦は市町村が所I~状況に応じて定める（応能nIll)
•上乗せ徴収可
•i.量せ•`a9, .8U •a”..内冒よつい［鵬畢9L侶鱒ヽの●●での•廿必●

ヽ • 社前どおリとする場合

●学校教可をIR供する腐設

●塁道府讚

●払字助成（一般鳩助・持9J
鳩助）
●幼楕園就園奨励費

•ill考は特に制的なし
•利用召Q担93設置石が
設定
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図表 4: 認定こども園の 4 類型

ヽ旦
法
的
性
格

学校かつ

児童福祉旋設

学校

（幼帷園＋保育所機能）

児童福祉施設

（保育所＋幼稚園機能）
幼稚園機能廿呈育所機能

設
置
主
体

国」自治体、学校法人、

社会福祉法人
田、自治体、学校法人 制限なし

職
只
の
要
件

保育教諭

（幼稚園教諭＋保育士資格）

濤3歳以上→

両免許・資格の併有が望まし

いがいずれかでも可

潟3歳未満→

保育士資格が必要

満3織以上→

両免許・資格の併有が望まし

いがいずれかでも可
峯ただし＂胄帽，，閃閏以外d沼冑1こば

・する年、保賣士賣烙が必·

満3親未満→

保育士資格が必要

濤3綬以上→

両免許・辺格の併有が望まし

いがいずれかでも可

潟3蜆未満→

保育士資格が必要

給
食
の
提
供

2·3号子どもに対する食事

の提供義務
自園調理が原則•閲理室の設

置義務（満3歳以上は、外部

搬入可）

2. 3号子どもに対する食事

の提供義務

自園綱理が原則・調理室の設

置義務（漏3歳以上は、外部

撤入可）

・ただし．讐約鼻拿のため、名璽遍貫

の条畑によ＇）、”なる場合がある．

2·3号子どもに対する食事

の提供轄務
自園関理が原則•関理室の設

置義務（漏3歳以上は、外部

搬入可）

2·3号子どもに対する食m

の提供義務

自園網理が原則•関理空の設

置義務（満3歳以上は、外部

攪入可）

拿ただし、讐約11｀のため、名·遍n貫

の条鰐＂によ'J、IIなる場8がある』

開
園
日
・
開
園
時
間

11時間1111園、土曜日の開園が 1 地域の実情に応じて設定
原則（弾力運用可）

11時間間園、土曜日の開園が 1 地域の実情に応じて設定
原則（弾力運用可）

出典：子ども・子育て支援新制度ハンドブック施設・事架者向け（平成 27 年
7 月改訂版）内1替llff・文部科学省． l厚生労働省
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社会保険労務士法人ワーク・イノベーション代表

自身も保育園の経営を行っている経験を活かし、社会保険労務士として

全国の保育園の労務管理・給与計算・処遇改善等加算・キャリアパス・
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プライベートでは 6 児の母。

著書に「人口減少時代における保育の多機能化～子育て支援・保育の職

場環境改革～」（日本法令）ほかがある。




